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はじめに 
近年、どこでどのような医療を受けて死ぬかという死に方や死後に行われる自分の葬送
をも備えておく必要があるという考え方が徐々に浸透してきつつある。実際、わが国で葬
送の生前契約が 1990 年代から開始されて約 20 年を閲し、葬送業者は積極的に生前に葬儀
の準備をすることを消費者に勧めるようになってきている。かつて、葬儀は地域共同体の
中で行われていたが、戦後の社会構造、家族構造などの変化により、地域の力の衰退から
葬儀社利用が一般的となってきた。この傾向は、都市も地方もほとんど変わらない（芙蓉
情報センター総合研究所）。わが国は長寿化し、特に女性の平均寿命は世界一であり、女性
は長い高齢期を一人で生きる可能性が非常に高い。生涯自立した生活を送るためには、高
齢期以前に主体的な準備をしておく必要性があると考えられる。自立した生き方とは、自
立した死を考えておくことでもある。すなわち、高齢期の生活のみならず、死後に行われ
る自分の葬送までを視野に入れ、考え備えておくことが望ましい。 
本論文では、人口の高齢化が進行する社会においては、生涯自立のために自己の葬送準
備（生前契約）が必要であるといわれていることに着目し、地方における女性にこそ、生
涯自立のためには死後に行われる葬送までの準備が必要であるという視点から、高率人口
高齢化地方、地域婦人会組織が比較的強い地域において、生前契約に対する意識を捉える
ことにした。葬送儀礼は、それぞれの地域の伝統、習慣、地域の人々の結びつきを表すも
のであるが、葬送儀礼はわが国のあらゆる所で地域の手から葬儀社へと移行してきている。
死後の葬送儀礼は男性中心（喪主）であり、女性はそれを支えるのみの役割から、女性も
祭祀の中心（喪主）の役割を担うようになり、祭祀の継承も珍しいことではなくなってき
た。7 県の地域婦人会に対し実施した「将来の葬送に関する意識調査」を基に、女性の死後
の備えとしての生前契約に対する意識を捉え、これからの社会では女性にこそ葬送の生前
契約が必要であることを提言したい。 
 
Ⅰ. 高齢期と葬送に備える世代 
1. 団塊世代層の高齢期の自立と葬送準備 
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高齢期の自立生活には、死に方および死後の葬送儀礼まで備えておく必要があるという
考え方は、もはや一般的になってきた。死の時期はいつかは分からないが、確実に起こる
ことである。その時期が明確でないことや死・葬送に関する様々なタブーが依然として残
っているために、自分の葬送を考えることに忌避感をもつ場合が多い。特に高齢者は、多
くの場合、介護についても、葬送に対しても意思を表明することに慣れていないため、家
族も高齢者に問うことは少ない。そのため、かつては本人から葬送に関する要望は語られ
ることなく、団塊世代層を含む家族も本人に聞くことはなく、死を迎えれば地域の葬送儀
礼に従って葬るということがほとんどであった。未だに高齢者には死を話題にしないとい
うことが一般的な通念としてあり、死や葬送のことを口にする忌避感は強い（大橋, 2001）。 
高齢者世帯の増加により、配偶者の死後の生活、介護、終末の看取りそして葬送を誰が
どのようにするのかということを、不安にもつ人が現れるようになった。これまでの高齢
期の生活を考える上での主体的な準備を、生きている間のことだけではなく、死後の葬送
までを考え備えておくことが、「自己の生の完結・完成」である（大橋, 2001）。 
近時、高齢者への自立意識の喚起が、高齢期の生き方と同時に死に方を考えることにも
及ぶようになってきた。自立心が高く高齢期に達していない団塊世代層は、死や葬送に関
してのタブーは徐々に薄れつつあるといってもよいだろう。団塊世代層は、平均寿命から
しても死に遠い段階であるために、将来への備えとして葬送を視野に入れることは、比較
的容易になってくるのではないかと推測される。新しい生活文化を築き上げた団塊世代層
は、高齢期の新しい文化の担い手もなり得るだろう。その一つが、高齢期の自立生活とし
ての葬送への備えである。社会への影響力をもつ団塊世代層がそれに向かえば、それは高
齢者の目を死と死後の葬送にも向けさせることにもなり、高齢者自身が死と葬送への備え
をすることに向かわせる原動力になるかもしれない。団塊世代層自身が「自己完結型の葬
送」（大橋, 2001）を考えることは、葬送のあり方をも変化させていくだろう。祭祀継承に
不安を感じる後継者のいない人・後継者が他出した人たちが増加してきた地方では、葬送
への備えは重要である。 
団塊世代と呼ばれる 1947 年～1949 年生まれのベビーブーマーがいよいよ高齢期に差し
かかった。高齢期および自分の死後の葬送を事前に備えておくべき世代は、おそらく団塊
世代層前後の世代からであろうと推察される。それは、戦後生まれの世代層で高度経済成
長の最前線を生きてきた人たちであり、自立意識がそれまでの世代より高い世代層である。
高齢期の生活自立は、自分の葬送まで考えておくということでもあると考えられるため、
戦後の新しい文化を形成してきた団塊世代層（堺屋, 1976）に注目して、「将来の葬送に関
する意識調査」をもとに結果分析を行う。 
「団塊世代セカンドライフ調査」（2006）では、団塊世代層の生活満足度が非常に高い人
ほど、「セカンドライフ（定年退職後の生活）」に入る前から何らかの準備をし始めている
としている。その準備としては、男性ではマネープラン（32.6%）、女性では趣味、生きが
い講座への参加（41.5%）である。団塊世代層の高齢期への準備の視野は、「元気である」
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ことを前提とし、豊かで元気な高齢期を過ごすためには「お金」、「余暇活動」、「良い人間
関係」への備えへの関心は高い。 
「『団塊の世代』の就業・生活ビジョン調査」（2007）によると、老後の生活は「配偶者」
との生活を望んでいる場合が圧倒的に高い割合を占めている。ただ、同居する家族につい
ての明確な計画をたててはいない。老後の資金についても、「準備している」割合が 5 割を
超えているものの、「準備していない」とする回答も 4 割を超えている。（『団塊の世代』の
就業・生活ビジョン調査」（2007））。これらから、団塊世代層の老後への備えの意識は、必
ずしも高いとはいえない。 
ところで、単身高齢者世帯の増加は顕著である。2005 年の時点で、単身高齢者世帯は、
日常生活において「心配ごとがある」が 63.0％と過半数を超えており、「頼れる人がいない」
が 30.7％を占める。2002 年の時点では「心配ごとがある」が 41.2%、「頼れる人がいない」
が 16.8%であったため、増加傾向にあることがわかる（平成 20 年版高齢社会白書）。これ
らをみる限り、長期にわたり「頼れる人がいない」生活を送ることになることが予想され
る。団塊世代層が高齢期に到達する 2012 年から 2014 年には、65 歳以上の高齢者が年に
100 万人ずつ増加すると見込まれている（平成 20 年版高齢社会白書）。団塊世代層は、長
期にわたる高齢期の生活への備えが必要であるのみならず、死後の葬送までを考えておか
なければならない。 
そのための選択肢としての自分の葬儀を生前に準備しておこうとする主体的な行動とし
ての「葬儀の生前契約」と高齢期の自立生活について、以上の先行研究をもとに、本調査
により女性の自分の死後の葬送への意識とその備えの行動を概観する。 
 
Ⅱ. 研究の方法 
1. 調査研究の方法 
 「高齢期の生活と自分の将来の葬送に関する意識調査」を 2006 年 9 月に山梨県、福井県、
鳥取県、島根県、徳島県、佐賀県、高知県の 7 県における女性を対象として実施した。こ
の 7 県を選定した理由としては、（1）高齢化率が全国平均より高いこと、（2）人口減少化
が全国平均より進行していること、（3）経済規模が小さい自治体であること、（4）人口規
模が小さい（100 万人以下）ことなど 4 点の共通性・類似性に着目したことによる。 
 「平成 17 年版高齢社会白書」によれば、（1）高齢化率は①島根県が 27.1%、②高知県が
25.9%、③徳島県が 24.4%、④鳥取県が 24.1%、⑤佐賀県が 22.6%、⑥福井県が 22.6%、⑦
山梨県が 21.9%、その他 15 県が全国平均を上回っている（平成 17 年版高齢社会白書）。 
 （2）人口の減少化を平成 12 年および平成 17 年の国勢調査をもとにみると、①島根県が
-2.5%、②高知県が-2.2%、③徳島県が-1.7%、④佐賀県が-1.2%、⑤鳥取県が-1.0%、⑥福井
県が-0.9%、⑦山梨県が-0.4%およびその他 26 県が全国平均より人口減少化傾向である（総
務省, 2005）。 
（3）経済規模では、内閣府による「平成 17 年度県民経済計算」の「主要国と都道府県
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の GDP 規模順位」は、第 47 位で最下位の①鳥取県が 2.0 兆円、②高知県が 2.3 兆円、③
島根県が 2.5 兆円、④徳島県が 2.7 兆円、⑤佐賀県が 2.9 兆円、⑥山梨県が 3.2 兆円、⑦福
井県が 3.4 兆円である（内閣府, 2005）。なお第 1 位の東京都の経済規模は、92.3 兆円であ
る。 
（4）人口規模では、総務省の平成 17 年国勢調査によると、2005 年時点の人口規模の最
下位が①鳥取県で 607,012 人、②島根県が 742,223 人、③高知県が 796,292 人、④徳島県
が 809,950 人、⑤福井県が 821,592 人、⑥佐賀県が 866,369 人、⑦山梨県が 884,515 人で
ある（総務省, 2005）。高齢化率、人口減少化率、経済規模、人口規模の 4 つの条件をすべ
て満たす地域は上記の 7 県である。 
地域婦人会に対して実施した理由は、若年者から団塊世代層、高齢者まで幅広く年代層
の地域の女性によって構成されている団体だからである。 
調査期間は 2006 年 9 月 1 日～10 月 30 日（2 ヶ月間）までとした。調査票は各県の地域
婦人会連合会に送付し、各地区婦人会に調査依頼、調査回答票は各自返送するという方式
をとった。上記の 7 県に依頼したが、高知県だけは調査協力を得ることができなかったた
め、他の 6 県で調査を実施した。郵送調査票総数は 800 票で、そのうち有効回収数は 644
票、有効回収率は 80.5%であった。本調査では、回答者を①高齢者世代（特に後期高齢期）、
②団塊世代層を中心とする世代（調査のうち 50 代後半から 60 代前半の回答者）、③団塊ジ
ュニアを中心とする世代（調査のうち 30 代の回答者）の三世代に分けて分析・考察を行っ
た。クロス集計が必要と思われる質問項目については、χ2 検定を行った。その際、無回答
の項目は、統計処理上の理由から除外した。なお、調査は回収データの匿名性、プライバ
シーの保護、研究目的以外でデータを使用しないことなど個人情報の保護に留意すること
を明記し、無記名での返送を依頼するという倫理的配慮をした。 
本調査により、三世代の将来の生活の自立と葬送準備意識を捉えることを試みた。高齢
期の自立には、死後への備えも含まれる。本調査では、どの世代が生前契約を望む世代か
を捉え、団塊世代層と対比して概観する。具体的に、①社会制度の変革（特に旧民法下の
「いえ制度」世代と新民法世代、少子化世代）によって生（生涯自立）と死（生前契約等
死後への備え）への向かい方（準備）の相違を捉える、②戦後の経済成長期から現在まで
の生活様式・生活意識の変化と将来（死）へのライフデザインはどのようなものかを捉え
る。 
 
2. 調査結果と分析 
（1）高齢期の生活への備え 
 高齢期のライフデザインとしての葬送への備えを捉えるために、「高齢期の生活と自分の
将来の葬送に関する意識調査」の調査において①高齢期の生活への備え、②死後の葬送に
対する考え、③生前契約の必要性の 3 つの側面から分析を行う。 
高齢期の生活の備えとしては、団塊世代層は「ある」が 70.9%、「ない」が 29.1%、高齢
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者世代は「ある」が 83.4%、「ない」が 16.6%、団塊ジュニアは「ない」が 65.0%、「ある」
が 35.0%である。団塊世代層は 7 割、高齢者世代は 8 割を超える人が何らかの備えがある
と回答している。団塊世代層は、近い将来高齢期を迎えることから、高齢期を意識してお
り、備えの必要性を感じていることがみてとれる。高齢者世代は、自分自身がすでに高齢
期を迎えていることから、高齢期の生活を自立して送るためにも、備えの必要性を強く感
じていることがみてとれる。一方、団塊ジュニアは、まだ現在の生活に意識が向いており、
将来の自分の生活に対していかなる備えが必要かということまでは、あまり意識すること
ができていないようである。この結果から、団塊世代層、高齢者世代は、将来の備えを強
く感じているということがわかる。 
表 1 高齢期の生活への備え 
ある 7 35.0% 246 70.9% 141 83.4%
ない 13 65.0% 101 29.1% 28 16.6%
回答者合計 20 100% 347 100% 169 100%
ジュニア中心 団塊中心 高齢者世代
 
（χ2＝25.0, p＜.001） 
（2）最期を迎えたい場所 
団塊世代層は、近い将来に高齢期を迎え、いずれは自分の最期を迎えるという現実に直
面すると考えられる。団塊ジュニアは、遠い将来のことではあるが、死後のことまでを考
え備えることを「自己の生の完結・完成」と捉える視点を欠かすことはできない。自分の
「最期を迎えたい場所」について、団塊世代層は「自宅」が 50.9%、「まだわからない」が
35.7%、高齢者世代は「自宅」が 56.2%、「まだわからない」が 26.6%、団塊ジュニアは「自
宅」、「まだわからない」が 35.0%である。団塊世代層、高齢者世代、団塊ジュニアともに、
「自宅」希望が強いものの、「まだわからない」も少なからずある。 
表 2 最期を迎えたい場所 
自宅 7 35.0% 178 50.9% 95 56.2%
一般病院 3 15.0% 31 8.9% 19 11.2%
ホスピス・緩和ケア 4 20.0% 44 12.6% 14 8.3%
社会福祉施設 0 0% 7 2.0% 6 3.6%
まだわからない 7 35.0% 125 35.7% 45 26.6%
その他 0 0% 5 1.4% 3 1.8%
回答者合計 20 100% 350 100% 169 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
 
（3）生前契約の認知度 
 死後への事前の備えとして、わが国には生前契約があるが、団塊世代層は「聞いたこと
がある」が 50.1%、「聞いたことがない」が 49.9%、高齢者世代については「聞いたことが
ある」が 59.0%、「聞いたことがない」が 41.0%、団塊ジュニアは「聞いたことがない」が
70.0%、「聞いたことがある」が 30.0%となっている。生前契約がわが国に紹介されて 10
数年経たことにより、認知度が徐々に高まってきていることがわかる。高齢者世代は、年
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齢的な理由から団塊世代層に比べてより死および死後の取り決めに対して意識する年代で
あるためか、「聞いたことがある」割合は、高齢者世代、団塊世代層、団塊ジュニアの順で
ある。 
表 3 生前契約の認知度 
聞いたことがある 6 30.0% 173 50.1% 95 59.0%
聞いたことがない 14 70.0% 172 49.9% 66 41.0%
回答者合計 20 100% 345 100% 161 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
（χ2＝7.5, p＜.05） 
 
（4）生前契約の必要性 
 生前契約がこれからの社会に必要となるかどうかについて、「必要になると思う」が団塊
世代層が 65.4%、高齢者世代が 60.7%、団塊ジュニアが 72.2%であり、「必要になると思う」
が 6 割を超える。生前契約は、これからの社会では必要になると多くの人が感じているこ
とがわかる。 
表 4 これからの社会における生前契約の必要性 
必要になると思う 13 72.2% 219 65.4% 99 60.7%
必要になるとは思わない 5 27.8% 116 34.6% 64 39.3%
回答者合計 18 100% 335 100% 163 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
 （χ2＝1.6, n.s.） 
（5）生前契約が必要となる理由 
「生前契約が必要になると思う理由」として、団塊世代層は「家族に頼ることができない」
が 58.9%、「家族を煩わせない」が 51.6%、「家族に過度の負担をかけない」が 48.9%であ
り、高齢者世代については「家族を煩わせない」が 56.6%、「家族に頼ることができない」
が 55.6%、「家族に過度の負担をかけない」が 46.5%、団塊ジュニアは「家族を煩わせない」
が 69.2%、「葬儀の詳細を決定する手助けとなる」が 53.8%、「家族に過度の負担をかけな
い」が 46.2%である。生前契約が必要となる理由については、団塊世代層、高齢者世代、
団塊ジュニアの三世代ともに、家族（遺族）を配慮した理由がもっとも多くを占めている。 
表 5 生前契約が必要となる理由 
一人暮らしが多くなり、家族に頼ることができなくなるから 4 30.8% 129 58.9% 55 55.6%
自分の意思と経済力で生前に決めておけば、自分らしい葬儀ができるから 2 15.4% 81 37.0% 43 43.4%
家族が葬儀の様々 な内容を決めることへの手助けとなるから 7 53.8% 83 37.9% 42 42.4%
生前契約をすれば、予め複数の葬儀社のプランや価格の比較ができるから 0 0% 25 11.4% 7 7.1%
生前に準備しておいた方が家族を煩わせなくて済むから 9 69.2% 113 51.6% 56 56.6%
自分で決めておけば華美にならず家族に過度の負担をかけなくてよいから 6 46.2% 107 48.9% 46 46.5%
その他 0 0% 2 0.9% 2 2.0%
回答者合計 13 100% 219 100% 99 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
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（6）生前契約を必要としない理由 
生前契約を必要としない理由については、団塊世代層は「葬儀は家族の責任」が 50.9%、
「葬儀の習慣に従う」が 31.9%、高齢者世代は「葬儀は家族の責任」が 60.9%、「葬儀の習
慣に従う」が 31.3%である。団塊ジュニアは「契約どおりの葬儀の施行の信頼性」が 40.0%
である。 
生前契約を必要としない理由は、表 6 から明らかなように、葬儀は従来の慣行に従うと
いう傾向がみられる。すなわち、高齢者世代、団塊世代層、団塊ジュニアの順で、「葬儀は
家族で」、「従来の慣行どおり」という考えが根強く残っていることは、団塊ジュニアは生
前契約に許容的だといえよう。 
 
表 6 生前契約を必要としない理由 
考えたくないことだから 1 20.0% 26 22.4% 11 17.2%
生前に葬儀の準備をするなど縁起が悪いから 0 0% 8 6.9% 3 4.7%
葬儀は家族が責任をもって行うものであるから 1 20.0% 59 50.9% 39 60.9%
これまでの葬儀の習慣に従うべきだと思うから 0 0% 37 31.9% 20 31.3%
生前に葬儀社との係わり合いを持ちたくないから 0 0% 7 6.0% 6 9.4%
葬儀社が果たして契約どおりに葬儀を行ってくれるかどうかわからないから 2 40.0% 13 11.2% 11 17.2%
その他 2 40.0% 18 15.5% 6 9.4%
回答者合計 5 100% 116 100% 64 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
 
（7）生前契約の利用 
「生前契約の利用」については、団塊世代層は「利用したいと思う」が 50.3%、「利用した
いとは思わない」が 49.7%、高齢者世代は「利用したいと思う」が 52.3%、「利用したいと
は思わない」が 47.7%、団塊ジュニアは「利用したいと思う」が 58.8%、「利用したいとは
思わない」が 41.2%と続いている。いずれの年代においても、利用したいという傾向がみ
られる。 
 表 7 生前契約の利用 
利用したいと思う 10 58.8% 161 50.3% 78 52.3%
利用したいとは思わない 7 41.2% 159 49.7% 71 47.7%
回答者合計 17 100% 320 100% 149 100.0%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
（χ2＝0.9, n.s.） 
（8）生前契約の締結時期 
人生の中で「生前契約の締結時期」については、団塊世代層は「必要と思ったとき」が
68.9%、「配偶者に先立たれたとき」が 26.0%、高齢者世代は「必要と思ったとき」が 69.2%、
「配偶者に先立たれたとき」が 30.8%、団塊ジュニアは「必要と思ったとき」が 55.0%、「高
齢期を迎えてから」が 30.0%である。生前契約の締結時期は、「自分が必要と思ったとき」
という理由が最多である。回答者の多くは、生前契約を必要と思ってはいても、人生のど
の時期に生前契約を結ぶかということを具体的には考えていないようである。また、配偶
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者に先立たれた場合に生前契約を結びたいという回答も多くみられる。本調査の回答者は
すべて女性であることから、配偶者に先立たれた後、自分の葬儀の不安解消のためには、
生前契約は有用であると思っているのではないかと考えられる。 
表 8 生前契約の締結時期 
重篤な病気になってから 2 10.0% 30 8.6% 10 5.9%
親族など他者の死の経験をしてから 1 5.0% 8 2.3% 3 1.8%
子どもなどに将来のことを任せることができないと判断したとき 3 15.0% 36 10.3% 25 14.8%
配偶者に先立たれたとき 3 15.0% 91 26.0% 52 30.8%
高齢期を迎えてから 6 30.0% 55 15.7% 19 11.2%
自分で必要と思ったとき 11 55.0% 241 68.9% 117 69.2%
その他 0 0% 13 3.7% 2 1.2%
回答者合計 20 100% 350 100% 169 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
 
（9）生前契約と遺族の葬送負担の軽減度 
 生前契約が遺族の負担軽減に役立つかどうかについて、団塊世代層および高齢者世代は
ほぼ同率で 7 割以上が「役に立つと思う」と回答している。一方、一世代若い団塊ジュニ
アは「役に立つと思う」が 8 割で両世代とはかなりの差異がある。若年層は生前契約の合
理的な部面に眼を向けやすく、したがって、両世代との意識の違いが出てきているのでは
ないかと考えられる。表 9 に見られるとおり、生前契約が遺族の負担軽減に役立つという
気持ちは団塊世代層、高齢者世代ともに多くの人が持っている。また、表 5 では生前契約
が必要になるという理由として、「家族に頼ることができなくなるから」、「家族を煩わせた
くないから」が 5 割を占めている。団塊ジュニアは、同様な傾向が見られるものの、現実
の死からまだ距離がある分「家族に頼ることができなくなるから」ということに対する意
識は低いし、具体的な葬儀に関する事項への関心も低い。いずれにしろ、将来の葬儀等葬
送儀礼に自立している時期に備えておくという生前契約を望むのは、家族の負担を軽減し
たいという気持ちの現われであるということが分かる。 
表 9 生前契約と遺族の葬送負担の軽減度 
役に立つと思う 16 88.9% 225 71.2% 108 71.1%
役に立つとは思わない 2 11.1% 91 28.8% 44 28.9%
回答者合計 18 100% 316 100% 152 100%
ジュニア中心 団塊世代 高齢者世代
 
（χ2＝2.7, n.s.） 
 三世代の女性の将来のライフデザインとしての葬送準備意識を捉えるために調査の結果
を分析した。団塊世代層は、他の世代よりも一見老後・死後への備えができているように
みえるが、他方で、高齢期の生活、死後の葬送への充分な備えへの意識には乏しく、現実
にはそれが必要となるであろう事への危機感にも乏しい。 
 高齢者世代は将来看取られる世代、団塊世代層は親世代をやがて看取る世代にあるため、
死までの医療・介護や葬儀の施行に必要なこと、その負担などに対しある程度の理解と見
通しをすでに持っている。このことから、団塊世代層も高齢者世代も、時間的にも経済的
にも、精神的にも余裕のある時期に、自分の意思を示す生前契約を結んでいると思い残す
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ことなく葬送の施行ができる（北川, 1999）と思っているようである。 
ただ、団塊世代層は、自分達の子どもの団塊ジュニアは、自分達の葬送や墓の管理を托
せるかどうかに危惧を抱いている世代と考えられるため、自身も葬儀や墓に対しての準備
をしておく必要があるとする世代ではないだろうか。質的な差異は、本調査によってはみ
ることはできないが、団塊世代層、高齢者世代は同様な比率ではあっても、団塊世代層は
備えに対して高齢者世代よりもやや意識が低い結果が表れていることから、微妙な差異が
あると思われる。 
高齢者世代および団塊世代層は、子どもから介護や看取りなどの世話を受けることを期
待している。また、高齢者世代は自分の葬儀は子どもが施行すると考えており、自分の葬
儀の備えまでは考えていないといえよう。団塊ジュニアは、長期的な将来の生活までは、
あまり深く考えていない。 
 
Ⅲ. 考察と展望 
 本調査からみられるように、地方のどの年代層の女性にも、生前契約の認識は高いが、
必要性を感じる人も具体的に契約しようという人もそれ程多くはなかった。また、高齢期
の生活に対する備えも、葬送への具体的な準備もしていない。 
 われわれが注目した団塊世代層は、一般的に自立志向が高く、戦後に新しい価値観を創
り出したと捉えられている世代である（堺屋, 1976）。これから、高齢期に移行する団塊世
代層は、親世代の葬送は継承するが、自分たちの世代の葬送は、新しい型になっていかざ
るを得ない。葬儀社主導で個性的で小規模化の葬儀が多くなってきており、この流れは今
後も続くと考えられる。家族状況や家族関係に大きく左右される葬送は、今後の高齢者の
生活状況を考えると、誰がどのように執り行うのか、先祖の祭祀はどうすべきなのかなど
の不安や葛藤を持つことが多い。 
近年、どこでどのような医療を受けて死ぬかという死に方や死後に行われる自分の葬送
をも備えておく必要があるという考え方が徐々に浸透してきつつあるとはいえ、調査結果
では、約 5 割が「生前契約には忌避感、葬儀に備える必要はない」と考えている。葬送業
者は積極的に生前に葬儀の準備をすることを消費者に勧めるようになってきていることを
勘案すると、地方の女性と葬儀社の意識との格差があるのではないかと考えられる。 
 団塊世代層の自分の葬送に対する意識は、高くはない。ただし、親や配偶者の死に直面
することが多い年代層であり、葬送の要事の決定をしなければならないことは覚知してい
るものと思われる。葬儀社に葬儀を予め契約（または予約）しておけば、遺された家族が
戸惑わなくて済むことは理解しているだろう。本調査では、高齢者世代も団塊世代層も自
分の葬儀への備えはほとんど行っていない。わが国は長寿化し、女性の平均寿命は世界一
であり、女性は長い高齢期を一人で生きる可能性が非常に高い。生涯自立した生活を送る
ためには、高齢期以前に主体的な準備をしておく必要性があると考えられる。自立した生
き方とは、自立した死を考えておくことでもある。すなわち、高齢期の生活のみならず、
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死後に行われる自分の葬送までを視野に入れ、考え備えておくことが望ましい。団塊世代
層は、自立意識が強いとはいうものの、女性が一人で高齢期を生きていくという自覚が果
たしてあるだろうか。7 県の地域婦人会に対し実施した「将来の葬送に関する意識調査」を
基に、女性の死後の備えとしての生前契約に対する意識をみた結果、まだ生前契約に対し
ては認知度は高いが、現実のものとして考えるまでには至っていないということが明らか
になった。これからの少子高齢社会では、女性も男性も自立することが求められるが、そ
の自立は高齢期の生活のみならず、自立した生活を送る中で、自立した意思による死後の
葬送を決定しておくこと、すなわち葬送の生前契約こそ女性に必要な時代が早晩来るので
はないかと考える。 
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